
事業開始・
終了(予定）年度 平成１５年度開始 担当課室

経済連携課
地域政策課

北東アジア課
大洋州課

中国・モンゴル第二課
南東アジア第一課
南東アジア第二課

南西アジア課
中・東欧課

中米カリブ課
南米課

中東第二課

課長　林　禎二
課長　伊従誠

課長　小野　啓一
課長　飯田　慎一
課長　有馬　裕

課長　佐々山　拓也
課長　山本　敏生
課長　田島　浩志
課長　河津　邦彦
課長　野口　泰

課長　星野　芳隆
課長　中込　正志

会計区分 一般会計 施策名

Ⅱ-２　国際経済に関する取組
Ⅰ-１　アジア大洋州地域外交

Ⅰ-３　中南米地域外交
Ⅰ-４　欧州地域外交
Ⅰ-５　中東地域外交

事業番号 251

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(外務省)

事業名 経済連携協定 担当部局庁

経済局
アジア大洋州局
南部アジア部

中南米局・欧州局
中東アフリカ局

作成責任者

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条第一・二・三項
外務省組織令第３９項・第４４項他

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

１．交渉検討段階のEPA
カナダ、中韓、モンゴル、EU，コロンビアとの共同研究等交渉開始に向けた取り組みを精力的に進め、早期の交渉開始を目指す。

２．交渉中のＥＰＡ
韓国、インド、豪州、ＧＣＣ、ペルーとの交渉があり、締結に向けて、集中的に会合を開催し、早期交渉妥結を目指す。

３．締結済みのEPA
ASEAN（ＡＪＣＥＰ）、マレーシア、フィリピン、タイ、シンガポール、インドネシア、ブルネイ、ベトナム、スイス、チリ、メキシコとは、協定
の運用規則に沿って、再協議、継続交渉を行なうため、各分野の小委員会等を開催する。
　更に本協定の実施及び運用について協議するための合同委員会を設置し、開催する。

４．租税条約・投資協定
GCCとの租税条約、韓中他との投資協定交渉についても、締結に向けた交渉会合を行ない、早期の妥結を目指す。

５．看護師・介護福祉士関連業務
日尼ＥＰＡ，日比ＥＰＡにおける看護士・介護福祉士候補者受入れを含むパッケージとしてのＥＰＡ,人的交流の拡大を図る。

６．その他の業務
EPA交渉を円滑に進めるために、知見のある専門家の雇用、ＥＰＡ協定導入に伴う経済効果調査、EPA交渉関連の資料の購入、
譲許表のデータベース化、一般国民への広報活動、投資環境調査等ＥＰＡ交渉を支障なく進めるための事業を行う。

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　我が国は、平成１６年１２月２１日の経済連携促進関係閣僚会議にて決定した「今後の経済連携協定の推進についての基本方
針」に則り、経済連携強化に向けた取組を積極的に進めてきた。更に、平成２２年１１月「包括的経済連携に関する基本方針」を閣
議決定。これまでの姿勢から大きく踏み込み、世界の主要貿易国との間で世界の潮流から見てそん色のない高いレベルの経済連
携を進めることを定めた。



22年度 23年度 24年度活動見込

％ 100 75 100

単位 21年度

　 4

成果実績
交渉の
妥結・署
名・発効

スイス
ベトナム

インド
ペルー

2

23年度
目標値

（24年度）

二国間、多国間との経済連携協定交渉等の
進捗状況。

共同研究等交渉に向けた取組の開始。
交渉の開始。

交渉の妥結・署名・発効。

成果実績

共同研
究等交
渉に向
けた取
組の開

始

ＥＵ共同研究検討
作業

日中韓共同研究
ＥＵスコーピング

モンゴル共同研究

コロンビア
ＥＵ

カナダ
2

成果実績

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度 22年度

交渉の
開始 ペルー 　

達成度

執行率（％） 57.87% 65.41% 57.20%

執行額 108 123 117

計 226 241 205 196 192

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 226 241 205 196 192

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

０．２３　（百万円／１回） 算出根拠 平成２３年度実績額／交渉回数

平成２３年度において、以下のＥＰＡ関連会合が開催
された。

　・日韓ＥＰＡ　　　　　　　１回
　・日豪ＥＰＡ　　　　　　　３回
　・日加ＥＰＡ、　　　　　　３回
　・日モンゴルＥＰＡ　　　１回
　・日中韓ＥＰＡ　　　　 　２回
　・日ＥＵ・ＦＴＡ　　　　　  １回
　・日ＡＳＥＡＮ　　　　　　６回
　・日馬ＥＰＡ　　　　　　  １回
　・日比ＥＰＡ　　　　　　　５回
　・日泰ＥＰＡ　　　　　　　２回
　・日越ＥＰＡ　　　　　　　３回
　・日文ＥＰＡ　　　　　　　３回
　・日尼ＥＰＡ　　　　　　１０回
　・日ＧＣＣ・ＦＴＡ　　　　　１回
　・日スイスＥＰＡ　　　　　３回
　・日墨ＥＰＡ　　　　　　　 1回
  ・日ペルーＥＰＡ　　　　 １回
　・日チリＥＰＡ　　　　　　１回
　・日コロンビア　　　　　２回
　　（本邦開催会合、非公式会合、関連会合を含む）

活動実績

（当初見込
み）

17 31 50 ―

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）



自由貿易協定･経済連
携協定国内関係者へ
の説明会開催経費

3 3

日フィリピン自由貿易
協定・経済連携協定紛

争処理経費
- -

自由貿易協定･経済連
携協定の経済効果に
関する調査等関係経

費

4 4

日中韓投資協定締結
に向けた交渉関係経

費
- -

自由貿易協定･経済連
携協定専門員等委嘱

経費
26 27

自由貿易協定･経済連
携協定データベース構

築経費
0.5 0.5

35 36

締結済みの自由貿易
協定･経済連携協定関

係経費
44 35

経済連携協定関係事業に関し、協定締結済国との再協議回数の見直しによる減

平
成
2
4
・
2
5
年

　
　

（
単
位
：

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

検討交渉段階の自由
貿易協定・経済連携協

定交渉

日・インドネシア経済連
携協定関係経費

4 4

日印経済連携協定関
連会合開催経費

3 6

日豪経済連携協定交
渉会合開催経費

5 5

二国間投資協定締結
に向けた環境調査に

係る経費
1 3

自由貿易協定・掲載連
携協定関係事務費

1 0.6

計 196 192

中東欧経済連携・投資
協定関係会合開催経

費
3 3

ＧＣＣとの経済連携関
係経費

20 27

日・南米経済連携枠組
みの構築等

24 23

日墨経済連携協定各
種委員会関係経費

5 5

日・モンゴル経済連携
協定交渉に係る事業

5 6

日印社会保障協定の
作業部会にかかる経

費

3 -

日・タイ経済連携協定
関係経費

0.9 0.9

日・ＡＳＥＡＮ包括的経
済連携関係経費

0.6 -

日・ブルネイ経済連携
協定関係経費

0.7 0.5

日・ベトナム経済連携
協定関係経費

0.9 0.9

日・フィリピン経済連携
協定関係経費

1 1

日・マレーシア経済連
携協定関係経費

0.8 0.3

年
度
予
算
内
訳

：
百
万
円

）

携協定関係経費
4 4

日韓ＥＰＡ関係経費 5 3



点
検
結
果

平成２３年度における各国とのEPA交渉等は、東日本大震災の影響等が大きく、年度当初の計画に沿って進めることが困難な事情があった
ため、全体の執行額が減額となった。

平成２３年度においては、国内開催会合、海外開催会合を合算すると、３０回以上の会合が開催されたが、それぞれの会合にかかる経費に
ついて、節約努力に努め、最小限の支出となるように配慮した。

○
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担となっ
ているか。

- 　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

ＥＰＡ交渉の早期締結を目指すには、在外公館の活用が
必要であり、特に、海外開催にあたっては、必要最小限
の出張人数となるように、交渉前に電子メール、電話会
議、ビデオ会議を併用するなど、その時々にあわせた効
率の高い手段を用いてＥＰＡの早期締結に努めている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

ＥＰＡ交渉を進めるにあたって、各種会合が開催される
が、国内開催、海外開催に係る経費については、見積も
り合わせ、入札などを用いて、必要最小限となるように常
に配慮し、コスト削減に努めている。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

ＥＰＡ交渉は、我が国のビジネス・投資環境を整備・拡充
を図るものであり、国が実施すべき事業である。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業と
なっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

５１９　５２５　５２９　５４１　５４２　５５１
５４８  ５５６　３４９　３５３　３６１　３９３
３６８　３８７　３９５　３８０　３９４　３８６
３９７　３７１　３７３　３５０　３８５　３９６
４３０　４２７　５３７　４９２　５０９　５１５

５１７

４９９　５００　５０２　５１４　５１７　５１９
５２１　新２３－５９　新２３－６０

新２３－６２　３２９　３３３　３４３　３５８
３６６　３６７　３７０　３７１　３７３　３８０
新２３－３３　新２３－３８　４１１　４１５

４５７　４７６

一
部
改
善

事業見直しによる減

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

縮
減

経済連携協定関係事業に関し、協定締結済国との再協議回数の見直しによる減

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見



- - -

計

平
成
2
4
・
2
5
年

　
　

（
単
位
：
百

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 35 36

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

個別事業名
交渉・検討段階の自由貿易協定・経済連携協定

交渉
担当部局庁 経済局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成１６年度開始 担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

執行率（％） 71.6% 72.3% 67.0%

82 75 38 35 36

執行額 59 54 22

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 82 75 38 35 36

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

(別紙）

計 35 36

年
度
予
算
内
訳

百
万
円

）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省

22.1百万円

・多角的自由貿易体制の維持・強化の経済連携の推進

Ａ：首席代表他３１名

22.1百万円

詳細別紙のとおり

個別事業名： 交渉・検討段階の自由貿易協定・経済連携協定交渉

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 22.1 計 0

金　額
(百万円）

旅費 航空賃、日当宿泊料等 22.1

個別事業名： 交渉・検討段階の自由貿易協定・経済連携協定交渉

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 出張者Ｊ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 0.9

9 出張者Ｉ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 0.9

8 出張者Ｈ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 0.9

7 出張者Ｇ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 1.0

6 出張者Ｆ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 1.2

5 主張者Ｅ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 1.3

4 出張者Ｄ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 1.6

3 出張者Ｃ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 2.1

2 出張者Ｂ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 2.3

1 出張者Ａ EPA交渉会合等に出席するための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 3.0

交渉・検討段階の自由貿易協定・経済連携協定交渉

旅費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



通信費 2 2

10 6

会議費 6 4

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 26 23

借料・損料

- 38 37 44 35

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

事業開始・
終了(予定）年度 平成２１年度開始 担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

（別紙）

個別事業名
締結済みの自由貿易協定・経済連携協定関係

経費
担当部局庁 経済局 作成責任者

執行率（％） - 46.3% 32.8%

執行額 - 17.0 18.4

計 - 38 37 44 35

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

計 44 35

内
訳

）



※平成23年度実績を記入

詳細別紙３のとおり詳細別紙１のとおり 詳細別紙２のとおり

Ｄ：在外公館職員
用務帰国旅費

0.9百万円

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省

18.4百万円

・多角的自由貿易体制の維持・強化の経済連携の推進

Ａ：分野別交渉官等２５名
旅費

Ｂ：国内ＥＰＡ会合開催経費 Ｃ：海外ＥＰＡ会合開催経費

11.8百万円 3.4百万円 2.3百万円

個別事業名： 締結済みの自由貿易協定・経済連携協定関係経費

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3.4 計 0

会議費 会食経費 3.4

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 11.8 計 0

航空賃、日当宿泊料等 11.8旅費

個別事業名： 締結済みの自由貿易協定・経済連携協定関係経費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2.3 計 0

借料 車借上 2.3

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3.4 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における機材借り上

3
（株）マックスパート　晴海
グランドホテル

締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における会食経費 0.5 随意契約

2 株式会社　フジランド
締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における水、コー
ヒー、会議費

0.7 随意契約

1
株式会社　芝パークホテ
ル

締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における会食経費 0.9 随意契約

国内開催

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 出張者Ｊ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.4

9 出張者Ｉ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.5

8 出張者Ｈ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.5

7 出張者Ｇ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.5

6 出張者Ｆ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.6

5 主張者Ｅ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.6

4 出張者Ｄ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.6

3 出張者Ｃ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.7

2 出張者Ｂ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.7

1 出張者Ａ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.8

締結済みの自由貿易協定・経済連携協定関係経費

旅費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 （株）柿安本店 締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における会食経費 0.1 随意契約

9 株式会社　ダイナック 締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における会食経費 0.1 随意契約

8
日本交通株式会社　赤坂
営業所

締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における車借上げ
経費

0.1 随意契約

7 霞ヶ関東海倶楽部 締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における会食経費 0.2 随意契約

6 ジパング　赤坂店 締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における会食経費 0.2 随意契約

5 コーヒーコーヒー虎ノ門店
締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における水、コー
ヒー

0.3 随意契約

4 株式会社　ステージ
締結済みEPAの再協議、継続協議等の東京会合における機材借り上
げ経費

0.3 随意契約



Ｃ.

D.

2 出張者Ａ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.4

落札率

1 出張者Ａ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.5

在外公館職員用務帰国旅費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10

9

8

7

6 S.NAAZ ENTERPRISE
締結済みEPAの再協議、継続協議等のブルネイ会合における車借上
げ経費

0.3 随意契約

5
EDMUNDO ALBERTO
GAGO VIDAL

締結済みEPAの再協議、継続協議等のチリ会合における車借上げ経
費

0.3 随意契約

4
BTW TECHNOLGY PTE
LTD

締結済みEPAの再協議、継続協議等のシンガポール会合における車
借上げ経費

0.3 随意契約

3 CROWNE CHAUFFEURS
締結済みEPAの再協議、継続協議等の豪州会合における車借上げ
経費

0.4 随意契約

2 WASHINTONRENT. CO. TPP協議等の自動車借り上げ経費 0.5 随意契約

落札率

1
LOGITEM VIETNAM
CORP. No.1

締結済みEPAの再協議、継続協議等のベトナム会合における自動車
借り上げ経費

0.5 随意契約

海外開催

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10

9

8

7

6

5

4

3

2 出張者Ａ 締結済みＥＰＡ交渉会合参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.4



平
成
2
4
・
2
5
年
度

　
　

（
単
位
：
百

費　目 24年度当初予算 25年度要求

人件費 26 27

執行率（％） 94.6% 91.6% 64.4%

執行額 15.0 18.0 22.8

計 16 20 23 26 27

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 16 20 23 26 27

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

事業開始・
終了(予定）年度 平成１７年度開始 担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

（別紙）

個別事業名
自由貿易協定・経済連携協定専門員等委嘱経

費
担当部局庁 経済局 作成責任者

計 26 27

度
予
算
内
訳

百
万
円

）



※平成23年度実績を記入

4.6百万円 3.2百万円

譲許表

D：抄訳

0.5百万円

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務本省

22.8百万円

公募 非常勤の国家公務員として採用 公募

Ａ：EPA/FTA専門員 Ｂ：EPA/FTA調査員 C：譲許表業務（専門員）

14.5百万円

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定専門員等委嘱経費



計 4.6 計 0

人件費 EPA/FTA調査員謝金 4.6

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 14.5 計 0

金　額
(百万円）

人件費 ＥＰＡ/ＦＴＡ専門員謝金 14.5

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定専門員等委嘱経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3.2 計 0

人件費 譲許表専門員謝金 3.2

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.6 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A. EPA専門員

B. EPA調査員

6

5

4

3 個人I サービスの貿易分野担当調査員への謝礼　１２か月分 1.5

2 個人Ｈ 自然人の移動分野担当調査員への謝礼　１２か月分 1.5

1 個人G サービスの貿易分野担当調査員への謝礼　１２か月分 1.6

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6 個人F エネルギー分野担当専門員への謝礼　２ヶ月分 0.6

5 個人E TBT分野担当専門員への謝礼　６か月分 0.9

4 個人E 日中韓FTA投資分野担当専門員への謝礼　６か月分 2.2

3 個人B 日豪、日GCC担当EPA交渉担当専門員への謝礼　１２か月分 3.3

2 個人D サービスの貿易分野担当専門員への謝礼　　１２か月分 3.7

1 個人Ｃ 原産地・物品の貿易分野担当専門員への謝礼　１２か月分 3.8

自由貿易協定・経済連携協定専門員等委嘱経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

C. 譲許表作成（専門員）

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 個人K 日ASEAN他譲許表担当専門員への謝礼　１２か月分 3.2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



C. 抄訳作成

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
株式会社
アーバンコネクションズ

日中韓ＦＴＡ共同研究報告書のネイティヴチェック 0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



平
成
2
4
・
2
5
年
度

　
　

（
単
位
：
百

費　目 24年度当初予算 25年度要求

業務委託 0.5 0.5

12 6 6 0.5 0.5

補正予算 -

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

事業開始・
終了(予定）年度

平成１９年度開始
平成２３年度（国内作業終了）
国外作業については終了未定

担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

（別紙）

個別事業名
自由貿易協定・経済連携協定データベース構築

経費
担当部局庁 経済局 作成責任者

執行率（％） - - -

執行額 - - -

計 12 6 6 0.5 0.5

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

計 0.5 0.5

度
予
算
内
訳

百
万
円

）



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予

　
　

（
単
位
：
百
万

費　目 24年度当初予算 25年度要求

業務委託 4 4

執行率（％） 100.1% 63.9% 57.0%

5 5 4 4 4

執行額 5.0 3.0 1.8

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 5 5 4 4 4

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

- - -

計

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

個別事業名
自由貿易協定・経済連携協定の経済効果に関

する調査等関係経費
担当部局庁 経済局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成１７年度開始 担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

（別紙）

計 4 4

予
算
内
訳

万
円

）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

外務本省

1.8百万円

経済連携協定の効果に係る委託調
査

【一般競争入札：総合評価落札方式】 【少額随意契約・見積もり合わせ】

Ａ．株式会社リベルタッス・
コンサルティング

Ｃ．三菱UFJリサーチアンド
コンサルティング株式会社

1.3百万円 0.5百万円

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定の経済効果に関する調査等関係経費

貿易の自由化が国内の消費者にもたらす影響につ
いて分析し、分析結果・インプリケーションを盛り込
んだ報告書を作成する。

ＴＰＰ協定交渉への参加の是非を検討するにあたって、国境を
撤廃したときに、国内価格がどの程度影響を受けるか、国内
生産及び輸入に対する需要はどの程度変化するのか等につ
いて試算を行ない、い、日本国内での経済的効果・影響を調
査する。

について補足
する）（単

位：百万円）



　　消費税 0.1

　　管理費 0.1

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

　　報告書作成 0.1

　　人件費 1.0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

業務委託 (委託概要）

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定の経済効果に関する調査等関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 1.3 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 計 0

ように記載）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

2

1

Ｃ．三菱UFJリサーチアン
ド
コンサルティング株式会
社

ＴＰＰ協定交渉への参加の是非を検討するにあたって、国境を撤廃し
たときに、国内価格がどの程度影響を受けるか、国内生産及び輸入
に対する需要はどの程度変化するのか等について試算を行ない、
い、日本国内での経済的効果・影響を調査する。

0.5 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1
株式会社リベルタッス・コ
ンサルティング

貿易の自由化が国内の消費者にもたらす影響について分析し、分析
結果・インプリケーションを盛り込んだ報告書を作成する。

1.3

一般競争入
札

（総合評価方
式）

自由貿易協定・経済連携協定の経済効果に関する調査等関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

C.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10

9

8

7

6

5

4

3



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

- -

6 4 2 - -

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条一．ロ

関係する計画、
通知等

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２１年度開始
・平成２３年度終了

担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

（別紙）

個別事業名 日中韓投資協定締結に向けた交渉関係経費 担当部局庁 経済局 作成責任者

執行率（％） 59.3% 102.0% 301.8%

執行額 4.0 4.0 8.6

計 6 4 2 - -

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

計 - -

訳



※平成23年度実績を記入

詳細別紙のとおり

詳細別紙のとおり 詳細別紙のとおり 詳細別紙のとおり

D：在外職員会議参加旅費

0.21百万円

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

8.59百万円

海外の日本企業支援と対日投資の促進

Ａ：首席代表他11名 Ｂ：国内開催 Ｃ：海外開催

5.31百万円 1.37百万円 1.70百万円

個別事業名： 日中韓投資協定締結に向けた交渉関係経費

0.21百万円



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.4 計 0

会議費 会食経費 1.4

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5.3 計 0

航空賃、日当宿泊料等 5.3旅費

個別事業名： 日中韓投資協定締結に向けた交渉関係経費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1.7 計 0

通信費 携帯電話借料・通話料 0.5

借料 車借上 1.2

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

6 株式会社　テリオ 日中韓投資協定東京会合における水、コーヒー、会議費 0.05 随意契約

5 株式会社　うかい 日中韓投資協定東京会合における会食経費 0.07 随意契約

4
株式会社　プリオコーポ
レーション

日中韓投資協定東京会合における会食経費 0.1 随意契約

3 株式会社　ひらまつ 日中韓投資協定東京会合における会食経費 0.2 随意契約

2 株式会社　フジランド 日中韓投資協定東京会合における水、コーヒー、会議費 0.2 随意契約

落札率

1 株式会社　仁 日中韓投資協定東京会合における会食経費 0.7 随意契約

国内開催

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10 出張者Ｊ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2

9 出張者Ｉ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2

8 出張者Ｈ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2

7 出張者Ｇ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2

6 出張者Ｆ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2

5 主張者Ｅ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.3

4 出張者Ｄ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.3

3 出張者Ｃ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.9

2 出張者Ｂ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 1.2

1 出張者Ａ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 1.5

日中韓投資協定締結に向けた交渉関係経費

旅費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2
山東海外国際旅行有限
公司

日中韓投資協定中国会合における携帯電話関連経費 0.5 随意契約

落札率

1
MOTORCAR　OF
STATE GUEST

日中韓投資協定中国会合における車借上経費 1.2 随意契約

海外開催

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10

9

8

7

6 株式会社　テリオ 日中韓投資協定東京会合における水、コーヒー、会議費 0.05 随意契約



B.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 出張者Ａ 日中韓投資協定交渉に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.21

在外職員会議参加旅費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



0.7 0.6

借料・損料 0.5 0.6

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算

　
　

（
単
位
：
百
万
円

費　目 24年度当初予算 25年度要求

業務委託 2.1 2.0

旅費

3 3 3 3 3

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成１８年度開始 担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

（別紙）

個別事業名
自由貿易協定・経済連携協定国内関係者への

説明会開催経費
担当部局庁 経済局 作成責任者

執行率（％） 94.4% 31.3% 20.7%

執行額 3 1 0.62

計 3 3 3 3 3

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

計 3.3 3.2

算
内
訳

円

）



※平成23年度実績を記入

0.10百万円
資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

ＥＰＡ国内説明会

0.62百万円

A:ＥＰＡ地方説明会旅費
B:再生可能なエネルギー分野

説明会旅費

0.06百万円 0.22百万円

Ｃ：会議費 Ｄ：セミナー参加

0.24百万円

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定国内関係者への説明会開催経費

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定国内関係者への説明会開催経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

6

5

4 出張者Ｄ ＥＰＡ地方説明会参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.01

3 出張者Ｃ ＥＰＡ地方説明会参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.07

2 出張者Ｂ ＥＰＡ地方説明会参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.07

1 出張者Ａ ＥＰＡ地方説明会参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.07

再生可能なエネルギー分野説明会

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 出張者Ｂ ＥＰＡ地方説明会参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.03

1 出張者Ａ ＥＰＡ地方説明会参加に伴う航空賃、日当・宿泊料等に係る旅費 0.03

自由貿易協定・経済連携協定国内関係者への説明会開催経費

ＥＰＡ地方説明会

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｃ．

10

9

8

7

6

5

4

3

2

落札率

1 株式会社　ダイナック 再生可能エネルギー分野会合における会食経費 0.24

会議費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10

9

8

7

6



Ｄ．

10

9

8

7

6

5

4 個人Ｂ 農業生産者の自立に関するシンポジウム参加費 0.02

3 個人Ａ 農業生産者の自立に関するシンポジウム参加費 0.02

2 個人Ｂ 東日本大震災とＥＰＡに関連するシンポジウム参加費 0.03

落札率

1 個人Ａ 東日本大震災とＥＰＡに関連するシンポジウム参加費 0.03

セミナー参加

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数



平
成
2
4
・
2
5
年
度
予

　
　

（
単
位
：
百
万
円

費　目 24年度当初予算 25年度要求

- -

- - 9 - -

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

実施方法 ■直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成２３年度開始
・平成２３年度終了

担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

（別紙）

個別事業名
日フィリピン自由貿易協定・経済連携協定紛争

処理経費
担当部局庁 経済局 作成責任者

執行率（％） - - -

執行額 - - -

計 - - 9 - -

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

計 - -

予
算
内
訳

円

）



計 1 3

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 1 3

執行率（％） - - 6.38%

- - 4 1 3

執行額 - - 0.3

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - 4 1 3

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

- - -

計

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第１項ロ

関係する計画、
通知等

事業名
二国間投資協定締結に向けた環境調査に係る

経費
担当部局庁 経済局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成２３年度開始 担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

（別紙）

計 1 3



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

外務本省

0.3百万円

二国間投資協定交渉の環境調査

Ａ：担当官１名

0.3百万円

詳細別紙のとおり

個別事業名： 二国間投資協定締結に向けた環境調査に係る経費

について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

金　額
(百万円）

個別事業名： 二国間投資協定締結に向けた環境調査に係る経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 出張者Ａ 投資環境調査のための航空賃、日当宿泊に係る旅費。 0.3

二国間投資協定締結に向けた環境調査に係る経費

旅費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



0.6 0.6

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

物品購入費 0.6 -

消耗品費

- - 1 1 0.6

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条一．ロ

関係する計画、
通知等

包括的経済連携に関する基本方針（平成２２年１１月閣議決定）
政策推進指針（平成２３年５月閣議決定）
新成長戦略（平成２２年６月閣議決定）

日本再生の基本戦略（平成２３年１２月閣議決定）

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度 平成２３年度開始 担当課室 経済連携課 課長　林　禎二

会計区分 一般会計 施策名 Ⅱ－２　国際経済に関する取組

（別紙）

個別事業名 自由貿易協定・経済連携協定関係事務費 担当部局庁 経済局 作成責任者

執行率（％） - - 45.2%

執行額 - - 0.5

計 - - 1 1 0.6

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

計 1.1 0.6

内
訳

）



※平成23年度実績を記入

執務参考用書籍購入          

A

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

外務本省

0.47百万円

【少額随意契約】 【競争性のない随意契約】

ＥＰＡ／ＦＴＡ関連書籍 B　税率表

0.44百万円 0.03百万円

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定関係事務費

について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 自由貿易協定・経済連携協定関係事務費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

6

5

4

3

2

1 日本関税協会 我が国の税率データの購入経費 0.03 随意契約

税率表

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3 （株）三省堂書店 二国間ＦＴＡ／ＥＰＡ関連書籍、経済雑誌購入経費 0.07 随意契約

2 （株）文研堂書店 ＴＰＰ，広域経済連携関連書籍購入経費 0.07 随意契約

1 （株）紀伊国屋書店 洋書、和書執務参考書籍購入経費 0.30 随意契約

自由貿易協定・経済連携協定関係事務費

ＥＰＡ／ＦＴＡ関連書籍

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



計 3.1 5.7

2.3 4.8

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

会議費 0.8 0.9

旅費

執行率（％） 61.0% 44.0% 5.0%

執行額 5 4 0.1

計 9 9 2 3 6

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 9 9 2 3 6

補正予算 -

実施方法 ☑直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

2１年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

  外務省設置法第四条第一項、第四項、
  第八項、  第二十四項

関係する計画、
通知等

日印共同研究会の勧告に基づく日印両首脳の合意

事業開始・
終了(予定）年度

平成１９年度開始 担当課室 南西アジア課 課長　田島　浩志

会計区分 一般会計 施策名 I-1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日印経済連携協定関連会合開催経費 担当部局庁 アジア大洋州局 作成責任者



個別事業名：

＊２３年度実績を記入

日印経済連携協定関連会合開催経費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省
0.12百万円

デリー・ムンバイ回廊に関する
インド・日本・シンガポール・ラウンドテーブル

Ａ：在外送金（シンガポール）　1件
0.12百万円

【レセプション経費】



個別事業名：

計 0 計 0

日印経済連携協定関連会合開催経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 シンガポールホテル レセプション開催に係る経費 0.12 随意契約

日印経済連携協定関連会合開催経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



2.5 3.2

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 2.6 1.7

会議費

執行率（％） 12.0% 12.0% 12.0%

執行額 1 1 1

計 8 8 6 5 5

－ － －

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 8 8 6 5 5

補正予算 －

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条第１項
外務省組織令４２条

関係する計画、
通知等

２００９年１２月の日豪首脳会談において、鳩山総理から、本
件交渉を加速化させていきたい旨発言があった。

事業開始・
終了(予定）年度 平成１９年度 担当課室 大洋州課 課長　飯田　慎一

会計区分 一般会計 施策名 I-1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日豪経済連携協定交渉会合開催経費 担当部局庁 アジア大洋州局 作成責任者

計 5.0 4.9

内
訳



※平成23年度実績を記入

（旅費） （少額随意契約） （随意契約）

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

4.60百万円

日豪経済連携協定交渉会合

Ａ：外務省出張者１名 Ｂ：国内会合開催経費 Ｃ：海外会合開催経費

3.76百万円 0.24百万円 0.60百万円

個別事業名： 日豪経済連携協定交渉会合開催経費

する）（単
位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3.8 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

旅費 航空賃、日当宿泊料等 3.8

個別事業名： 日豪経済連携協定交渉会合開催経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位１０者リスト

Ｂ．

6

5

4

3

2 （株）テリオ 日豪ＥＰＡ交渉東京会合における水、コーヒー経費 0.04 随意契約

1 ファンダース東京 日豪ＥＰＡ交渉東京会合における会食経費 0.1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5 出張者Ｅ 日豪ＥＰＡ交渉会合へ出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.4

4 出張者Ｄ 日豪ＥＰＡ交渉会合へ出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.6

3 出張者Ｃ 日豪ＥＰＡ交渉会合へ出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.7

2 出張者Ｂ 日豪ＥＰＡ交渉会合へ出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.95

1 出張者Ａ 日豪ＥＰＡ交渉会合へ出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 1.0

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位１０者リスト

Ｃ．

10

9

8

7

6

5

4

3

2 ＭＵＲＲＡＹＳ 日豪ＥＰＡ豪州会合における車借り上げ経費 0.2 随意契約

1 ｍａｎｔｒａ 日豪ＥＰＡ豪州会合における車借り上げ経費 0.4 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7



計 4.1 3.7

　 　

　 　

1.9 1.9

会議費 0.2 0.2

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

人件費 2.0 1.6

旅費

執行率（％） 71.4% 78.9% 86.9%

執行額 4 3 4

計 5 5 4 4 4

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 5 5 4 4 4

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条二・三、
外務省組織令第４４条

関係する計画、
通知等

-

事業開始・
終了(予定）年度 平成１８年度開始 担当課室 南東アジア第二課 課長　山本　敏生

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰ－1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日・インドネシア経済連携協定関係経費 担当部局庁 南部アジア部 作成責任者

計 4.1 3.7



※平成23年度実績を記入

Ｅ：会議費（東京会合）
0.024百万円

［航空賃・諸雑費］

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省  4百万円

【非常勤の国家公務員
として採用】

Ａ　ＥＰＡ調査員
1百万円

［経済協力協定分野関
係事務に従事する調
査員（民間人）雇い上

げ経費］

【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】

Ｂ　外部有識者
0.21百万円

Ｃ　出張者
1.90百万円

［企画競争審査の審査
員等］

個別事業名： 日・インドネシア経済連携協定関係経費

　

D　職員
0.001百万円

株式会社フジランド
0.02百万円

株式会社テリオ
0.004百万円

［ＦＡＸ送付］ 会議費［弁当］ 会議費［コーヒー］

【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】 【単価契約】

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

使　途
金　額

(百万円）

人件費
経済連携協定協力分野関係事務従事
調査員

1

個別事業名： 日・インドネシア経済連携協定関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A. ＥＰＡ調査員

支出先上位１０者リスト

Ｂ 外部有識者

6

5

4

3 外部有識者 企画競争審査の審査員等 0.07 - -

2 外部有識者 企画競争審査の審査員等 0.07 - -

1 外部有識者 企画競争審査の審査員等 0.07 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 ＥＰＡ調査員 経済連携協定分野関係に従事 1.0 - -

日・インドネシア経済連携協定関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支出先上位１０者リスト

Ｃ 旅費（出張者）

10

9

8

7

6

5 主張者Ｅ
日インドネシア経済連携協定関連会合等に出席するための航空賃、
日当宿泊に係る経費

0.2 - -

4 出張者Ｄ
日インドネシア経済連携協定関連会合等に出席するための航空賃、
日当宿泊に係る経費

0.2 - -

3 出張者Ｃ
日インドネシア経済連携協定関連会合等に出席するための航空賃、
日当宿泊に係る経費

0.3 - -

2 出張者Ｂ
日インドネシア経済連携協定関連会合等に出席するための航空賃、
日当宿泊に係る経費

0.5 - -

1 出張者Ａ
日インドネシア経済連携協定関連会合等に出席するための航空賃、
日当宿泊に係る経費

0.7 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



支出先上位１０者リスト

Ｄ ＦＡＸ送付

支出先上位１０者リスト

Ｅ 会議費（弁当）

6

5

4

3

2 株式会社テリオ 日インドネシア経済連携協定東京会合におけるコーヒー 0.004 随意契約 -

1 株式会社フジランド 日インドネシア経済連携協定東京会合における弁当 0.02 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 職員 日インドネシア経済連携協定関連資料のＦＡＸ送信事務手続き 0.001 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



当初予算 4 3 3 5 3

計 4.6 3.1

0.4 0.3

調査費 1.1 0.3

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 3.1 2.5

会議費

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

執行率（％） 100.00% 100.00% 100.00%

執行額 4 3 3

計 4 3 3 5 3

繰越し等 - - － -

補正予算 - - － -

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条第二項及び第三項
外務省組織令第４０条

関係する計画、
通知等

日韓首脳会談（平成２２年５月）

事業開始・
終了(予定）年度 平成１５年度 担当課室 北東アジア課 課長　小野　啓一

会計区分 一般会計 施策名 I-1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日韓ＥＰＡ関係経費 担当部局庁 アジア大洋州局 作成責任者

計 4.6 3.1



*平成２３年度実績額を記入

外務省
　３百万円

出張者２５名
３百万円

個別事業名： 日韓ＥＰＡ関係経費



計 0 計 0

費　目 使　途
金　額

(百万円）

旅費 航空賃、日当宿泊料等 3

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3 計 0

個別事業名： 日韓ＥＰＡ関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

10 出張者Ｊ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

9 出張者Ｉ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

8 出張者Ｈ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

7 出張者Ｇ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

6 出張者Ｆ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

5 出張者Ｅ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

4 出張者Ｄ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

3 出張者Ｃ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

2 出張者Ｂ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

1 出張者Ａ 日韓ＥＰＡ交渉関連会合出席のための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.2 － －

日韓ＥＰＡ関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



計 1.1 1.1

0.1 0.1

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 1.0 1.0

会議費

執行率（％） 42.5% 88.6% 35.8%

執行額 1 1 0.4

計 2 2 1 1 1

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2 2 1 1 1

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条二・三、
外務省組織令第４４条

関係する計画、
通知等

-

事業開始・
終了(予定）年度 平成１８年度開始 担当課室 南東アジア第二課 課長　山本　敏生

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰ－Ⅰ　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日・フィリピン経済連携協定関係経費 担当部局庁 南部アジア部 作成責任者



※平成23年度実績を記入

 

会議費［コーヒー、ミネラル・
ウォーター］

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

外務省     0.4百万円

Ｂ．会議費
0.033百万円

【競争性のない随意契約】 【単価契約】

Ａ　出張者
0.3百万円

株式会社フジランド
0.03百万円

株式会社フジランド
0.003百万円

［航空賃・諸雑費］ 会議費［弁当］

個別事業名： 日・フィリピン経済連携協定関係経費

について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 日・フィリピン経済連携協定関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A. 旅費

支出先上位１０者リスト

Ｂ 会議費（弁当）

1 株式会社フジランド 日フィリピン経済連携協定関連東京会合における会食経費 0.03 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 出張者Ｂ
日フィリピン経済連携協定関連会合に出席するための航空賃、日当
宿泊に係る経費

0.1

1 出張者Ａ
日フィリピン経済連携協定関連会合に出席するための航空賃、日当
宿泊に係る経費

0.2 - -

日・フィリピン経済連携協定関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 株式会社フジランド 日フィリピン経済連携協定関連東京会合における水、コーヒー代 0.003 随意契約 -

1 株式会社フジランド 日フィリピン経済連携協定関連東京会合における会食経費 0.03 随意契約 -



計 0.8 0.3

0.1 0.07

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 0.7 0.26

会議費

執行率（％） 29.4% - 21.3%

執行額 0.7 - 0.2

計 3 2 0.9 0.8 0.3

繰越し等 - - - -

補正予算 - - - -

当初予算 3 2 0.9 0.8 0.3

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条二・三、
外務省組織令第４４条

関係する計画、
通知等

-

事業開始・
終了(予定）年度 平成１８年度開始 担当課室 南東アジア第二課 課長　山本　敏生

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰー１　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日・マレーシア経済連携協定関係経費 担当部局庁 南部アジア部 作成責任者



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省
　0.2百万円

Ａ　出張者
0.2百万円

個別事業名： 日・マレーシア経済連携協定関係経費

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 日・マレーシア経済連携協定関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 出張者Ａ
日マレーシア経済連携協定関連会合出席のための航空賃、日当宿
泊に係る経費

0.2 - -

日・マレーシア経済連携協定関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



計 0.7 0.5

0.07 0.07

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 0.6 0.4

会議費

執行率（％） 19.3% - 4.2%

執行額 0.4 - 0.03

計 2 1 0.8 0.7 0.5

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 2 1 0.8 0.7 0.5

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条二・三、
外務省組織令第４４条

関係する計画、
通知等

ー

事業開始・
終了(予定）年度 平成１９年度開始 担当課室 南東アジア第二課 課長　山本　敏生　

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰー１　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日・ブルネイ経済連携協定関係経費 担当部局庁 南部アジア部 作成責任者

計 0.7 0.5



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

外務省
0.03百万円

Ａ：会議費
0.0308百万円

【競争性のない随意契約】 【単価契約】

赤坂　花むら
0.03百万円

株式会社　フジランド
0.0008百万円

［会食］ ［ミネラル・ウォーター］

個別事業名： 日・ブルネイ経済連携協定関係経費

する）（単
位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

個別事業名： 日・ブルネイ経済連携協定関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

支出先上位１０者リスト

B.

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 株式会社フジランド
日ブルネイ経済連携協定関連東京会合における水、コーヒー、会議
費

0.0008 随意契約 -

1 赤坂　花むら 日ブルネイ経済連携協定関連東京会合における会食経費 0.03 随意契約 -

日・ブルネイ経済連携協定関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



計 0.9 0.92

0.4 0.36

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 0.5 0.56

会議費

-

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 1 1 0.9 0.9

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第二項

関係する計画、
通知等

－

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　　□交付　　　　　　□貸付　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１９年度開始
（継続事業） 担当課室 南東アジア第一課 課長　佐々山　拓也

会計区分 一般会計 施策名 I-1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

個別事業名 日・ベトナム経済連携協定関係経費 担当部局庁 南部アジア部 作成責任者

執行率（％） 33.3% 60.0% 243.0%

執行額 1 0.6 2.4

計 3 1 1 0.9 0.9

- - -

繰越し等 - - -



会議費 会議費 会議費 会議費 会議費

(株)フジランド (株)だん家 フィールズ・ジュニア（株） （株）ダイナック （株）テリオ

0.1百万円 0.1百万円 0.1百万円 0.1百万円 0.03百万円

航空賃・諸雑費 【競争性のない随意契約】

【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】 【競争性のない随意契約】

個別事業名： 日・ベトナム経済連携協定関係経費

資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

外務省
2.43百万円

A.出張者9名 Ｂ.会議費

2百万円 0.43百万円

(単位:百万円)



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2 計 0

航空賃、日当宿泊料等 2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費

個別事業名： 日・ベトナム経済連携協定関係経費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B

7

6

5 （株）テリオ 日越ＥＰＡ交渉の東京会合における水、コーヒー 0.03 随意契約

4 （株）ダイナック 日越ＥＰＡ交渉の東京会合における会食経費 0.1 随意契約

3 フィールズ・ジュニア（株） 日越ＥＰＡ交渉の東京会合における会食経費 0.1 随意契約

2 （株）だん家 日越ＥＰＡ交渉の東京会合における会食経費 0.1 随意契約

1 （株）フジランド 日越ＥＰＡ交渉の東京会合における水、コーヒー,会議費 0.1 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9 出張者Ｉ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.1

8 出張者Ｈ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.1

7 出張者Ｇ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.2

6 出張者Ｆ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.2

5 出張者Ｅ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.2

4 出張者Ｄ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.2

3 出張者Ｃ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.2

2 出張者Ｂ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.3

1 出張者Ａ 日ベトナムＥＰＡ関係会議出席のための航空賃、日当宿泊にかかる旅費 0.3

個別事業名： 日・ベトナム経済連携協定関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



計 0.9 0.9

0.4 0.4

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 0.5 0.5

会議費

-

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 3 1 1 0.9 0.9

補正予算 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第二項

関係する計画、
通知等

－

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

事業開始・
終了(予定）年度

平成１８年度開始
（継続事業） 担当課室 南東アジア第一課 課長　佐々山　拓也

会計区分 一般会計 施策名 I-1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

個別事業名 日・タイ経済連携協定関係経費 担当部局庁 南部アジア部 作成責任者

執行率（％） 51.6% 26.9% -

執行額 2 0.3 -   

計 3 1 1 0.9 0.9

- - -

繰越し等 - - -



0.09 -

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 0.55 -

会議費

執行率（％） 5.0% 43.0% 50.0%

執行額 1 1 0.3

計 9 1 0.6 0.6 -

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 9 1 0.6 0.6 -

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第4条、
外務省組織令第39条

関係する計画、
通知等

事業開始・
終了(予定）年度 平成15年度開始 担当課室 地域政策課 課長　伊従誠

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰ－１アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日･ＡＳＥＡＮ包括的経済連携関係経費 担当部局庁 アジア大洋州局･南部アジア部 作成責任者

計 0.64 -



※平成23年度実績を記入

会議・会食経費等
資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

外務省

0.25百万円

競争性の無い随意契約 競争性の無い随意契約

A.  出張者 １名 B.　㈱フジランド

0.2 百万円 0.05百万円

航空賃・諸雑費等

個別事業名： 日･ＡＳＥＡＮ包括的経済連携関係経費

について補足
する）（単

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

使　途
金　額

(百万円）

個別事業名： 日･ＡＳＥＡＮ包括的経済連携関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A. 旅費

B. 会議費

5

4

3

2

1 ㈱フジランド 経済的小委員会代表団との意見交換（会食） 0.05 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 出張者Ａ
日ＡＳＥＡＮ包括的経済連携協定合同委員会出席のための航空賃、
日当宿泊に係る経費

0.20

日･ＡＳＥＡＮ包括的経済連携関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6



通信費 0.1 0.2

1.0 1.4

借料・損料 0.9 1.0

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 3.0 3.0

会議費

執行率（％） - - 17.0%

執行額 - - 1

計 － ー 6 5 6

ー ー -

繰越し等 － ー ー -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － － 6 5 6

補正予算 －

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

外務省設置法第４条第１項
外務省組織令第４１条

関係する計画、
通知等

「日本・モンゴル共同声明」（平成２２年１１月発表）
「日本国政府とモンゴル国政府との共同新聞発表」

（平成２４年３月発表）

事業開始・
終了(予定）年度 平成23年度開始 担当課室 中国・モンゴル第二課 課長　有馬　裕

会計区分 一般会計 施策名 I-1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日・モンゴル経済連携協定交渉に係る事業 担当部局庁 アジア大洋州局 作成責任者

計 5.0 5.6

内
訳

）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

1.00百万円

【事業総括】

Ａ：旅費：４

1.00百万円

【職員出張旅費】

個別事業名： 日モンゴル経済連携協定交渉に係る事業

位：百万円）



計 0 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計 0

金　額
(百万円）

旅費 航空賃、日当宿泊料等 1

個別事業名： 日モンゴル経済連携協定交渉に係る事業

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4 出張者Ｄ
日モンゴル経済連携協定交渉関連会合出席のための航空賃、日当
宿泊にかかる経費（キャンセル料）

0.01

3 出張者Ｃ
日モンゴル経済連携協定交渉関連会合出席のための航空賃、日当
宿泊にかかる経費

0.2

2 出張者Ｂ
日モンゴル経済連携協定交渉関連会合出席のための航空賃、日当
宿泊にかかる経費

0.3

1 出張者Ａ
日モンゴル経済連携協定交渉関連会合出席のための航空賃、日当
宿泊にかかる経費

0.5

日モンゴル経済連携協定交渉に係る事業

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3



計 2.9 -

2.3 -

会議費 0.1 -

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

（
単
位
：
千
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

謝礼 0.5 -

旅費

執行率（％） - - 52.2%

執行額 - - 1

計 - - 2 3 -

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - 2 3 -

補正予算 -

実施方法 ☑直接実施　　　　　　　□業務委託等　　　　　　　□補助　　　　　　□貸付　　　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第四条第一項

関係する計画、
通知等

日インド包括的経済連携協定（７８条２）

事業開始・
終了(予定）年度

平成23年度開始 担当課室 南西アジア課 課長　田島　浩志

会計区分 一般会計 施策名 I-1　アジア大洋州地域外交

（別紙）

事業名 日印社会保障協定の作業部会にかかる経費 担当部局庁 アジア大洋州局 作成責任者

計 2.9 -



※平成23年度実績を記入

0.83百万円 0.04百万円 0.11百万円

日印社会保障協定の作
業部会に係る出張費

省内会議用飲料
ワーキングランチ

【会議費】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

外務省

1.23百万円

日印社会保障協定の作業部会に係る経費

【一般競争入札】　 【競争性のない随意契約】

Ａ：出張者　２名 Ｂ：株式会社フジランド Ｃ：明治記念館

個別事業名： 日印社会保障協定の作業部会にかかる経費

【随意契約】

Ｄ：在外送金（インド２件）

0.25百万円

日印社会保障協定の作業部会に
係る通訳費

位：百万円）



C. G.

計 0 計 0

B.　 F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 1 計 0

航空賃、日当宿泊料等 1

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.　 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

旅費

個別事業名： 日印社会保障協定の作業部会にかかる経費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

Ｂ.

5

4

3

2

1 株式会社フジランド 日印社会保障協定の作業部会にかかる飲料水代 0.04 単価契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2 出張者２
日印社会保障協定の作業部会出席のための航空賃、日当宿泊料に
係る経費

0.27

1 出張者１
日印社会保障協定の作業部会出席のための航空賃、日当宿泊料に
係る経費

0.56

個別事業名： 日印社会保障協定の作業部会にかかる経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｃ.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 明治記念館 日印社会保障協定の作業部会にかかるワーキングランチ 0.11 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5



D.

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 個人 日印社会保障協定の作業部会に係る通訳費 0.25 随意契約

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



当初予算 4 16 15 24 23

通信費 0.6 0.6

会議費 0.1 0.5

22.5 20.3

物品購入費 0.5 0.4

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

謝礼 0.6 0.8

旅費

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度要求

予
算
の
状
況

会計区分 一般会計 施策名 Ｉ－３　中南米地域外交

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第4条第2号

関係する計画、
通知等

-

個別事業名 日・南米経済連携枠組みの構築等 担当部局庁 中南米局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度 平成19年度 担当課室 南米課 課長　星野芳隆

（別紙）

執行率（％） 45.0 % 63.0 % 76.0 %

執行額 18 10 11.4

計 4 16 15 24 23

繰越し等 - - - -

補正予算 - - - -

計 24.3 22.6

訳



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

個別事業名： 日・南米経済連携枠組みの構築等

外務省

１１．３８百万円

会食等

Ａ．調査会社

０．８百万円

謝金

Ｂ．出張者８名

１０．１百万円

旅費

Ｃ．レストラン等

０．３３百万円

庁費

Ｄ．書店

０．１４百万円

庁費

※平成２３年度実績を記入

中南米ビジネスに対する日

本企業の意識についての委

託調査費

ＥＰＡを始めとする経済関係

強化及び二国間関係全般に

係る協議等

執務参考図書購入 在外携帯電話使用料

Ｅ．携帯電話会社

０．０１百万円

連絡庁費

について補足
する）（単

位：百万円）

外務省

１１．３８百万円

会食等

Ａ．調査会社

０．８百万円

謝金

Ｂ．出張者８名

１０．１百万円

旅費

Ｃ．レストラン等

０．３３百万円

庁費

Ｄ．書店

０．１４百万円

庁費

※平成２３年度実績を記入

中南米ビジネスに対する日

本企業の意識についての委

託調査費

ＥＰＡを始めとする経済関係

強化及び二国間関係全般に

係る協議等

執務参考図書購入 在外携帯電話使用料

Ｅ．携帯電話会社

０．０１百万円

連絡庁費



　 　

費　目 使　途
金　額

(百万円）

旅費 航空賃、日当宿泊等 10 0

個別事業名： 日・南米経済連携枠組みの構築等

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 10 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

　 　

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

ように記載）

計 0 計 0



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.     

B.

3 出張者Ｃ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

1.4

2 出張者Ｂ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

1.6

1 出張者Ａ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

1.7

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

    

10  　

9  　

8  　

7  　

6   　

5   　

4   　

3   　

2   　

落札率

1 三菱総合研究所 委託調査 0.8

日・南米経済連携枠組みの構築等

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数

10 　 　

9 　 　

8 出張者Ｈ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

0.5

7 出張者Ｇ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

1

6 出張者Ｆ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

1.2

5 出張者Ｅ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

1.3

4 出張者Ｄ
南米国との経済関係強化関連会合出席のための航空賃、日当宿泊
に係る経費

1.4

3 出張者Ｃ
に係る経費

1.4



C

D

6 　 　 　

5

4

3 三省堂書店 執務参考図書購入 0.01 随意契約

2 日本関税協会 執務参考図書購入 0.02 随意契約

1 文研堂書店 執務参考図書購入 0.12 随意契約

    

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 　 　

9 　 　

8 赤坂ひかわ 日・チリ経済連携協定の実施，運用に関する会食経費 0.02 随意契約

7 あじいちい 日・エクアドル友好議連訪日に係る経済連携協定等に関する会食経費 0.02 随意契約

6 源吉兆庵　松濤 日・コロンビア経済連携協定共同研究に関する会食経費 0.02 随意契約

5
シャング・ラ・ホテル　ピャ

チェーレ
日・ブラジル二国間経済に関する会食経費 0.03 随意契約

4 ＶＥＮＧＡ　ＶＥＮＧＡ 対ブラジル経済外交に関する会食経費 0.03 随意契約

3 大阪商工会議所 ウルグアイ・ビジネスセミナー開催に係る経費 0.05 随意契約

2
赤坂うまや・トオツカフー

ズ・テリオ
日・コロンビア経済連携協定共同研究第２回会合開催に係る経費 0.06 随意契約

1 小笠原伯爵邸 日ペルー経済連携協定の交渉に関する会食経費 0.11 随意契約

    

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

E

10 　 　

9 　 　

8 　 　

7 　 　

6 　 　 　

5 　 　 　

4 　 　 　

3 　 　 　

2 　 　 　

1 comunicacion  celular ペルー出張時携帯電話レンタル代 0.01

    

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 　 　

9 　 　

8 　 　

7 　 　



計 4.9 4.8

0.2 0.2

謝礼 0.2 -

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 4.5 4.6

会議費

8 6 5 5 5

補正予算 －

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第２号

関係する計画、
通知等

-

事業開始・
終了(予定）年度 平成１８年度 担当課室 中米カリブ課 課長　野口　泰

会計区分 一般会計 施策名 I-3　中南米地域外交

（別紙）

事業名 日墨経済連携協定各種委員会関係経費 担当部局庁 中南米局 作成責任者

執行率（％） 25% 66.7% 0.0%

執行額 2 4 0.004

計 8 6 5 5 5

- - -

繰越し等 － - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算

 

計 4.9 4.8



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

外務省
　0.004百万円

【日墨ＥＰＡ関係経費】

Ａ　会議費
0.004百万円

個別事業名： 日墨経済連携協定各種委員会関係経費

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



C. G.

計 0 計 0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

B. F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

個別事業名： 日墨経済連携協定各種委員会関係経費

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

7

6

5

4

3

2

1

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 株式会社　フジランド 日墨ＥＰＡ東京会合における水、コーヒー、会議費 0.004 随意契約

日墨経済連携協定各種委員会関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7



21年度 22年度 23年度 24年度

－ － －

計

計 3.2 3.0

0.1 0.1

借料・損料 0.4 0.4

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 2.7 2.5

会議費

執行率（％） － 3% 56.9%

－ 5 4 3 3

執行額 － 0.1 2.2

繰越し等 － － － －

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 － 5 4 3 3

補正予算 －

予算額・
執行額

（単位:百万円）

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第２項

関係する計画、
通知等

－

事業開始・
終了(予定）年度

平成２２年度開始 担当課室 中・東欧課 課長　河津　邦彦

会計区分 一般会計 施策名 Ⅰー４　欧州地域外交

（別紙）

個別事業名
日・スイス経済連携協定関係会合開催経費

平成２４年度から「中東欧経済連携・投資協定
関係会合開催経費」に改称

担当部局庁 欧州局 作成責任者

計 3.2 3.0



※平成23年度実績を記入

0.01百万円 2.1百万円

［ワーキングランチ］ ［コーヒー代］ ［職員旅費］

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足

外務省

2.2百万円

欧州地域外交に必要な経費

【随意契約】 【随意契約】　

Ａ：明治記念館 Ｂ：株式会社フジランド Ｃ：出張者

0.1百万円

個別事業名： 日・スイス経済連携協定関係会合開催経費

について補足
する）（単

位：百万円）



B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

航空賃、日当宿泊料等 2

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

旅費

個別事業名： 日・スイス経済連携協定関係会合開催経費

計 2 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

ように記載）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト
A.

B.

8

7

6

5

4

3

2

1 株式会社フジランド コーヒー代 0.01 随意契約 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 明治記念館 ワーキングランチ経費 0.1 随意契約 -

日・スイス経済連携協定関係会合開催経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

Ｃ.

10

9

8

7

6

5

4

3 出張者Ｂ 日スイスＥＰＡ関連会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.5 - -

2 出張者Ｂ 日スイスＥＰＡ関連会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8 - -

1 出張者Ａ 日スイスＥＰＡ関連会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8



計 20 27

会議費 - 2

4 5

借料・損料 1 5

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　
　

（
単
位
：
百
万
円

）

費　目 24年度当初予算 25年度要求

旅費 15 15

人件費

執行率（％） - 31.4% 56.2%

執行額 - 8 15.1

計 - 31 26 20 27

- - -

繰越し等 - - - -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - 31 26 20 27

補正予算 -

実施方法 ■直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
外務省設置法第４条第二・三項

関係する計画、
通知等

事業開始・
終了(予定）年度

 平成２２年度開始 担当課室 中東第二課 課長　中込　正志

会計区分 一般会計 施策名 Ｉ－５　中東地域外交

（別紙）

事業名 ＧＣＣとの経済連携関係経費 担当部局庁 中東アフリカ局 作成責任者



※平成23年度実績を記入

事務補助 外務省員旅費 委託職員

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

外務省

15.1百万円

中東外交に必要な経費

Ａ：事務補助員 Ｂ：出張者旅費 Ｃ：海外ＥＰＡ会合開催経費

1.5百万円 13.0百万円 0.6百万円

個別事業名： ＧＣＣとの経済連携関係経費

する）（単
位：百万円）



計 13 計 0

旅費 航空賃、日当宿泊等 13

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 事務補助 1.5

個別事業名： ＧＣＣとの経済連携関係経費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A. E.

費　目 使　途

計 1.5 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 0 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）



個別事業名：

支出先上位１０者リスト

A.

B.

7 出張者Ｇ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.7

6 出張者Ｆ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8

5 出張者Ｅ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8

4 出張者Ｄ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8

3 出張者Ｃ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8

2 出張者Ｂ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8

1 出張者Ａ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.8

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1 事務補助員Ａ GCCとの会合関連の事務補助 1.5

ＧＣＣとの経済連携関係経費

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

C.

2 出張者Ｂ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.3

1 出張者Ａ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 出張者Ｊ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.4

9 出張者Ｉ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.5

8 出張者Ｈ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.7

7 出張者Ｇ ＧＣＣとの会合に出席するための航空賃、日当宿泊に係る経費 0.7


